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ブレピッシュ報告批判

松 井 清

I 批判の原則的立場

プレピッ γ ュ報告が発表せられて以来， すでは 1ヶ年を経過した九これを

討論の基礎にして開催せられた国連の国際貿易開発会議は，広〈知られている

ように，殆んどみるべき具体的な成果をのこすことくな終ったけれども，この

報告自身が，世界貿易に関する考え方に与えた影響は，必らずしも小さいもの

ではなかった。とくにわが国においては，マルクス経済学者とよばれる人々の

、聞に，この「報告」壱「進歩的」なものであるとか. r画期的」なものである

とか，手離しで礼讃するものがあらわれたれ逆に近代経済理論の立場にあ;s

人々の聞に，これは余りにも強< r侭開発国Jの利主主壱擁護するというかなり

きびしし、批判をするものがあらわれたり，多くの問題をなげかけたように思わ

れる。 r報告」について多くの議論がなされたけれども，それらは殆んど「報

告Jが提案している政策に関してであって. r報告」の背後にある経済学の原

則にまで立入ったものは，わたくしのみるかぎり，余り多〈はない。わが国の

経済学界には，周知のように""ノレグス経済学と近代経済理論があり，相互に

対立している。にも拘らず，この「報告jに関する限り 2つの学派は，その

原則的立場を忘れ，やすやすと共通の土俵の上にひきづりあげられてしまって

し、る。意見の岐れるのは，原則の問題ではなく，個々の具体的政策に関してだ

けなのである。

そ十んな空気のなかであるから，発表されてからすでに 1ヶ年号経過した今日

でも 「プレピッジュ報告」を，原則的に批判する意味は十分存在するもので

1) R. Prebisch， Towat'ds a New T悶 dePolicy for Development， 1964.外務省訳， r新し

い宜易政寵をもとのてJロ
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あると考える。この小論はそのような意図から書かれたものである。

まず「報告」を礼讃する修正主義マノレグ 1 経済学の一部の人々について一言」

したい。 i報告」はすこし注意ぶかく読めばわかるように，マルクス経済学の

方法で書かれているものでなく，近代経済理論の方法で書かれている。近代経

済理論は，現代におけるブルジョア俗流経済学である。そのような俗流経済学

の方法で書かれたものから，どうして F進歩的」な貿易論が出てくるか。わた

くしが修正主義マルクス経済学について，とくに注意を喚起したいのは，この

点である。わが国の修正主義マルクス経済学者は，マノレグス主義的原則に無知

であるばかりでなく，近代経済理論も殆ん E勉強していなし、。だから近代経済

理論が少しもっともらしいことをいうと，すぐだまされてしまう。

「プレピッシュ報告」は，第2次世界大戦後，プノレジョア経済学が好んで取

上げている「低開発国経済学」の 1つである。そこで順序として，この「低開

発国経済学jの階級的性格を明らかにしておこう。かつて中国の経済学者責展

鵬氏は， i低開発国経済学」が次のような歎備的な主張をしていることを指摘v

したの。

(1) i先進国」の「経済援助」は， r低開発固」にとって必要なものであるか

(2) i先進国j は「経済援助」を行うにあたって，すでに搾取と略奪の意図

を放棄してL、る。

(3) i先進国」の「経済援助」は， I低開発回」を援助して，その独立壱実

現させるためのものである。

しかし現実は，このような主張とは全くjJljのものである。 i先進国」と「低

開発国」との関係は，第 2次大戦後の現在でも，依然として，帝国主義固と植

民地・従属国との関係である。したがヮてそこには，レ一三 γが「帝国主義論」

で明確に指摘したように，搾取と略筆が存在する。 I低開発国経済学」は，帝

国主義固と植民地・従属固との関係寺 I先進国Jと「低開発国|とし寸量的

な関係bこすりかえてしまい，資本の輸出に i経済援助」という美くい、名前

2) .北京周報J1963， 11， 5号。
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をつけてごまかそうとしている。しかしどのような名前でよぼうとも，資本の

ミ輸出であるかぎり，そこに搾取と略奪がおこなわれることは，厳然たる客観的

法則である。資本はそれが過剰であり，利潤率や利子率が低い固から，資本が

不足であり二利潤率や利子率の高い国へ輸出される。そして利i潤閏率や利子率の

低しい、「先進国」のそれらを高める作用をもっている。現実的には「先進国」の

資本が， i低開発国Jに投下され， i低開発国」の低賃銀を利用し，落大な植

民地的利潤壱あげている。これは現在でも i低開発国」に旅行した人が，目

iのあたりにみるいつわる」とのできない事実 tある。

「先進国」が「低開発国」を搾取するのは，単に「経済援助」によヲてだけ

ではなく，貿易によってもこれ壱おこなっている。マノレクスが指摘しているよ

うに，生産力の高い「先進国」の輸出品と，生産力の低い「低開発国」の輸出

品の交換は，不等価交換であって，この不等価交換を通じて「先進国」は「低

開発国jを搾取しているのであるのこれ争「低開発国経済学」は安易条件の有

利化，不利化という量的な問題にすりかえてしまっている。

さてここにとりあげる「プレピッジュ報告」は， 1964年 3月から 6月にかけ

て，スイスのジュネープで開かれた国連貿易開発会議における討議の基礎資料

として提出されたものである。一見すると「低開発国」に非常に有利な主張の

ようにみえるが，深くほり下げてみると，流行の「低開発国経済学Jと本質的

にかわりないものである。すなわち第 2次大戦後の民族解放闘争の激化にうろ

たえた帝国主義国が，国連とし、う機関を通じて植民地・従属国に与えたみせか

けの譲歩である。しかし帝国主義国はそのみせかけの譲歩ですら，本気で実行

する気持をもってはし、ない。それは貿易開発会議の結果が示しているとおりで

ある。だがここでは現実的な問題は， 応除外して Iプレピッ γ ュ報告」にた

いする理論的な批判に問題を限定したい。

][ i報告」の経済学

この「報告」の経済学は，クインヌく=ハロッド的な経済学である。だからそ
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こから出てくる政策がし、かに進歩的にみえようとも，その経済学の階級的性格

を変えることはできない。まずその点をみよう。

「報告Jは第 1章で書いている。かつて国連が発表した「国際連合開発の1(，

年」の目的の 1つは， 1970年までに， r低開発国」の平均所得成長率を 50/0と

することである。 これはその直前の10年間に記録された 4.40/0の数字に比較し

てそう高いものではない。最低成長率 50/0の目的をたてることは，国際貿易に

とって，どのようなことを意味するか。第 1に，もしすべての「低開発国jの

総所得が，毎年最低限 5 0/0ずつ増大するとすれば，輸入が 6~もより低い割合で

増大すればすむということは殆んど考えられない。その主な理由の 1つは，成

長率が高まれば，増資が必要となり，この増資のうちに占める輸入割合は，通

常所得全体のうちに占める輸入割合よりずっと高いのである。したがって輸入

が，総所得の増加率よりも高い割合で増加するということは，ありうべきであ

る。第 2に 50/0の成長目標の意味するところは， r低開発国j としては，国際

収支の均衡を維持するために，輸出をも 6%の割合で伸ば吉ねばならないとい

うことである o もフと正確にいうと，輸出総額が交易条件の変化を考慮にいれ

たとで，なおかつ年 6%の輸入量の増犬をまかなっていける程度に増加しなけ

ればなちない正いうことである。 1950年代の経験は，この点で非常に不満足な

ものであった。 1950年代における「低開発国」の輸出成長率は，年 40/0であり，

これから石油輸出国をのぞけば，さらに低くなる。同時に交易条件は悪化し，

輸入に対する輸出の購買力の成長率はさらに低く，年 2%以下であった。

このような成長率のもとでも，国際収支にはかなり大きい不均衡が生じてい

るが， r開発の1口年Jの目標に添った高い成長率のもとで， 1950年代と同じ傾

向がつづくとすれば，不均衡は更に大きくなろう。これに対してはなんらかの

対策がたてられねばならず， r報告jのねらいはそのような対策を探求するこ

とにある。すなわち「低開発国」の 1次産品，あるいは製品輸出の増大，また

は外国援助の増大などである。もしこのような対策がとられないとすれば， r低
開発国」の困際収支不均衡は，非常に大きなものとなる。 1970年には「低開発
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国」のマイナスは 200億ドル程度に達するものと思われる。それをさけようと

するならば，意図された所得成長率 5'70を引き下げねばならないことになる。

ところで 5%の所得成長率は，人口の急速な増加を考えれば，決して満足すべ

きものではない。 5%の所得成長率は，人口増加を考慮lこし、れzと 1人当り

所得のわずか 2.6%の増加である。 この調子でゆくと「低開発国」が現在の西

欧の水準に達するには， 80年かかるし，アメリカの水準に達するには，更に40

年はかかる。

以上みたように「報告」の経済学は 3 ハロッド理論そのままである。だから

われわれが〈ロッド理論に対しておこなう批判が，この理論にもそのまま当て

はまる。第 1にこの理論は経済の発展を，国民所得成長率という量的な問題に

解消してしまい，経済の質的な問題，換言すれば構造的な問題を除外してい芯。

ととろが「低開発国」の開発に関してはこの構造的な問題こそ決定的なのであ

るの第 2にそれと関連することであるが， I低開発国」自身の内部における方

策壱軽視し， r経済援助」とか貿易の役割壱過大に評価している。もっとも「低

開発国」の責任について，この「報告」は何ら言及していないのではない。す

なわち第 3部においては， I開発の際必要となる国内的変革」と題し，次のよ

うな諸点に言及している。第 1に土地所有制度の変革。 r低開発国諸国」に一

般的にみられる土地所有の形態は，技術の進歩とは相いれないものである。大

部分の土地が少数の地主によって所有され， しかも農業の経営形態はきわめて

小規模である。こうした点を指摘し I報告jは土地改革の必要を暗示してい

る。第 2に「報告」は大衆の無知と限られた社会的移動性を指摘し，教育や社

会構造の変革の必要性を暗示している。しかしながらこれらの暗示はきわめて

力弱いものであれ開発の玉力を圏内的変革よりも国際的協力においている乙

とは確かである。」の点は以下「報告」が提案してし、る諸政策をみることによ

ってますま「あきらかとなるであろう。
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E 第 1次産品と交易条件

1次産品輸出の交易条件悪化とその対策については，第 1部第 2章および第

2部第 1章に書かれている。

「低開発諸国」における国際収支の不均衡は，主として 1次産品輸出仲長率

と工業品輸入伸長率の格差から結果している。 1次産品輸出は若干の例外壱除

いて，かなりゆっくり仲びるが，工業品輸入需要は加速度的に増加する傾向壱

もつ。これは経済発展の当然の結果なのである。この傾向は 1次産品輸出の

交易条件の悪化によって益々拍車をかけられる。この点についぐ「報告」は，

次のように説明している。 1次産品に対する需要の伸びが低いため. I低開発

諸国」の経済的可働人口が増えても，この生産に吸収できる割合は少くなって

きており，最新技術の導入によって第 1次産業の生産性が上昇すればするだけ，

ぞの割合は少さくなってゆ〈。したがって経済的可働人口は，工業その他の活

動部門に移されてし、かなければならぬのである n もしこの転換が，早くおこな

われ，第 1次産業が早く調整をおこなって，ゆっくりした需要の伸びに適応す

るならば，交易条件の悪化を除去するための要請の一つはみたされることにな

る。すなわちここで「報告」が，交易条件悪化の対策として考えているのは，

「低開発国」における工業化である。しかし「報告」は，この工業化の問題に

は深〈立入っていない。 I報告」が交易条件悪化への対策としてあげているの

は，商品協定，補償融資など，主として流通上の諸問題である。そこで政策を

論じた第 2部第 1章をみよう。

商品協定については，第 2次世界大戦後の経験によってみても，次第に発展

してきている。ハパナ憲章は，国際商品貿易は，生産と消費の永続的不均衡か

ら手ずる困難に従うものであることを認めている。また 1次産品の国際価格

と加工製産品のそれとの不当な不均等を，次第に削減 Fるための措置につし 1 て

も言及している。しかし同憲章は，商品協定が適用される場合の定義について

は， やや狭義のものしか定めていない。有ッとも現在では，これらの問題は，
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だんだん大きなスケーノレになってきており，一般的にいって商品協定には国際

貿易のあらゆる面iこ関連した適切な措置，とくに最低価格の固定，市場へのア

クセス，および剰余処理の規定を含めるべきであるということが認められてい

る。ただこれまでの実績は，小表，錫，砂糖，コーヒーおよびオリーブ油のわ

ずか 5品目についてだけ，国際商品協定を締結することができただけである。

1次産品の価格が騰貴しているときは，その輸出国である「低開発国」が協定

締結μ熱心でなく，輸入国である「先進国」も，後になれば 1次産品価格が低

下するであろうと子見して同じく商品協定の締結に熱心でない。

「報告Iは商品協定がたんに輸出固と輸入固との妥協の産物で，主として市

場変動の処理を考えの基礎としている限り，商品協定を締結しようとする努力

は成功しないであろうとのべている。 1次産品の輸入国である「先進国Jは，

1次産品の価格が安ければ安いほどよいというような，近視眼的考え方から離

れ，次の 2点を考慮すべきである。第 1に 1次産品の価格低下のため「低開

発国」の輸出所得が下るにつれ. I先進国」からの輸出も減少するという事実

の認識である。第2の点は 1次産品価格の低落は仁低開発国」の発展に不利

益な影響を及ぼし，ひいては世界の政治的経済的繁栄の一般的すう勢を左右す

るということである。小さな点を省略して I報告」の考え方の大綱をひき出

すと，およそ以上のようなものであろう。

交易条件論が，古典学派以来のブルジョア的貿易理論において重要な位置を

占めてきたことは周知のとおりである。交易条件の有利・不利が貿易政策を決

定する上において重要な役割を果してきたのである。そして|報告」ものべて

いるように，現実において，交易条件はよL菜園に有利に，農業国に不利に決定

されてきた」とも事実である。 I報告」はこのような矛盾に対する対策として

商品協定をとりあげている。しかしこれによって工業国と農業国. I先進白」

と「低開発国」との矛盾が，根本的に解決されるであろうか。この問題を考え

るに当っては，突易条件論そのものについて原則的に検討することが必要であ

る。というのはジョーソ・ロヒソソ γ のような進歩的な経済学者でさえ「先進
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国」の「低開発園」に対する搾取巷ただ突易条件だけに求めているからであるヘ

このような立場にたっかぎちにおいては，交易条件問題の解決がすべての問題

の解決になるということが論理的な帰結になるであろう。

ここで取上げられているのは，交易条件のうちバイナーのいわゆる単純商品

交易条件である。そして商品交易条件は 2国の輸出入商品の単価の比率であ

り，その価格比率は，輸出入商品に対する需要と供給によって決定される。「報

告」が「低開発園」の輸出商品である 1次産品の需給， r先進国」の輸出商品で

ある工業品の需給について分析し，両者の交易条件は「低開発国Jに不利に，

「先進国」に有利に決定されると述べているのは，伝統的な交易条件諭の線に

そうものである。けれども，すでに他の著書でわたくしが明らかにしたようにへ

交易条件は，流通過程の問題で，せいぜい貿易上で生ずる相対的な有利・不利

を明らかにするにすぎない。より根本的な問題は， r低開発国Jと「先進国」

の生産過程に存在するのであり， r先進国Jの「低開発固Jに対す芯搾取は，

生産力の格差から生ずる。したがって問題の根本的な解決は， r低開発国」の

生産力の水準を. r先進国Jのそれにまで引き上げることである。そしてこれ

が「低開発国Jの工業化の問題につらなることは，今さら指摘するまでもなか

ろう。すでにみたように「報告」も工業化の問題にふれることはふれている。

しかしいうととろの工業化はきわめて不徹底なものである。それについてはの

ちにふれる。

要するに商品協定によって「低開発国」の輸出品である l次産品の価格をつ

りとげることは，その限りにおいて「低開発国」に有利である。しかしそれは

「低開発国jの当面している国際収支の不均衡，交易条件の不利化などの困難

を根本的に救済するものではない。しかもそのような商品協定でさえ， r報告」

ものべているように， r先進国」はこれを締結しようとしないのが現実である。

おそらく「先進国」がすすんでこれを締結するのは，それによってl低開発困」

3) ジョ←ン ロビンソン「マルクス経済学の検討」紀伊国屋書庖， 1956年. 31~ ジ。

4) 松井清「世界経由調体系J~本評論社. 1963年白 42ベージ以T。
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の購買力を増大し，自国の輸出に有利であるという見通しがある場合だけであ

ろう。 I先進国」にとっては，自国の輸出商品である工業品の価格ができるだ

け高(，自国の輸入品である第 1次産品の価格ができるだけ低いのが有利であ

る。旧植民地主義とよばれz長い期間においては，このような傾向壱促進す5

政策がとられてきた。しかしその結果は I先進国」自体にとっても必らずし

も有利でないような状態壱うんでいる。すなわち「先進国Jと「低開発国」の

富の格差は，ますます増大し， I低開発国jの貧困は， I先進国」の市場として

の意味を小さくしはじめた。これが「先進国」の側から商品協定のような政策

を必要とす昌経済的理由であろう。さらにわれわれは政治的な理由も考えなけ

ればならない。とくに第2次世界大戦における民族解放闘争の激化と，その相

つぐ勝利は， I低開発国」の発言権を拡大して心る。「先進国」はこれらの「低

開発国j の要求をある程度認めざるをえなくなってきている。商品協定はそう

いった「低開発同」の諸要求に対する「先進国|の譲歩の Iつであるとみられ

ないこともない。

百 工業化と製品輸出

すでにのべたように， I報告」も「低開発国」の工業化壱否定してはいな¥'0 

第 1部第3章は， I工業化と製品輸出の必要性」を論じており，第 2部第2章

は，そのための政策である「低開発固からの工業品輸出と特恵」を論じている o

簡単にこれ壱跡づけ，批判しよう。

「報告jは第2次世界大戦以前，および第 2次世界大戦直後の， I低開発国」

の工業化を，輸入代替のための工業化，あるいは「内側を向いた工業化]と規

定している。 1930年代， I先進国」は恐慌に対する対策として，厳しい保護政

策壱とった。そのためすでに工業化の過程にあった「低開発国」の輸出は困難

となり，国際収支の状態は悪化した。この状態に対処するために， I低開発国」

の工業化は， I先進国jからこれまで輸入してし、た工業品を，国内で自給すべ

き方向の工業化とならざる壱えなカ泊ったわけである。第 2次世界大戦はこの工
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業化方式を更に促進せしめたが，それ以後この特徴ある傾向を変化するような

ことは起らなかった。輸入代替を目的とする工業化は，たしかに「低開発国」

lの所得の増大に寄与するところがあったが，輸入代替を工業品輸出と合理的に

組合わせた場合に比較すれば，所得増大に寄与するところは小さいものであっ

た。

「報告」は「低開発国」における工業化を19世紀におけるイギリスの工業化

と比較している。イギりスは当時保護主義的関税を設けなかった。ヨーロッパ

諸国では，一般的に関税率は低かった。更に「低開発国」には関税は存在しな

かったか，あるいは存在しても財政的目的のためにおかれた財政関税にすぎな

かった。このような恵まれた国際的環境のもとにあフて，工業化は圏内需要を

満たすと同時に，外国市場にたよるこ左もできた。専門化と生産規模の拡大の

もたらす利益を十分に享受するととができたのである。現在の「低開発諸国」

に左可てはこのような恵主れた条件が存在しないため，その工業化を推進する

ために多くの困難が存在する。その困難な問題について「報告」は次のような

諸点をあげている。

(a) 工業化が非常に進んだ諸国では，輸入代替の比較的容易な局面が終りを

つげたか，あるいは終りをつげようとしている。それ以上の工業化をおしすす

めようとすれば，高い資本集約度と大きな市場を必要とする。さらに輸入代替

を広い範囲に拡げようとすると，その代替すべき商品壱製造するための中間製

品，あるいは新式の資本財とか消費財の輸入需要を生じさせ，あるいは諸大化

させることになる。

(b) I低開発函」の届内市場が比較的にせまいということは，しばじば工業

品のコストを高くし，非常に高い保護関税に頼らざる壱えなくさ古る。国内コ

ストの高いのには種々の原因があるが，その lつは市場を拡大すべき輸出がお

こなわれないためである。もし工業品輸出の拡大が可能であったとすれば，工

業化の過程はより容易となる。

(0) これまでの「低開発国」における工業化は，多くの場合計画にもとづい
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ておこなわれたものではなし輸入号制限あるいは禁止しなければならな tさ

せた国際環境の悪化によって余儀なくおこなわれたものであ志。これらの措置

は通常さきにのばせるような重要でない商品の輸入について適用された。そのI

ためそんな種類の商品についての国内生産が奨励され，コストにおかまいなく

生産資源を食いつぶしたのである。そのような商品は通常は消費財で品った。

(め このように基本的に重要でなく，あるいは緊急に必要でない商品の代替

がおこなわれたため，工業化がもっとも進んだ「低開発諸国」は，輸入に関し

ては，基本的に重要な商品，特に生産活動に必要な資本財に集中することとな

った。そのため 1次産品輸出「よる収入が減少すると輸入の削減によってこれ

に対処す右こ正が以前よりもむつかしくなった。

(e) 最後にゆ芦すぎた保護主義は，一般に外国の競争から園内市場壱隔離

し，製品の質を向上させコストを引き下げるために必要な意欲を弱める。

「低開発閏]における工業化の困難をこのように理解する「報告jの論理か

らでてくる当然の帰結は. I低開発国jからの工業製品輸出の発展である。「報

告」は士業品輸出の発展が 1次製品の輸出の発展だけによ勺ては阻止しえない

貿易ギャッフロを阻止しうると考える。そこで次に「報告」の提案している政策

についてみよう。第 2部第2章の問題である。

「報告」は「低開発国」の工業製品の輸出を促進するため 2つの種類の措

置が必要であるとしている。第 1に輸出の流れ壱阻止している障害を除去する

ことによって，広大な工業地域の市場壱開くこと。第2に積極的な輸出促進政

策が. I低開発国」側のみならず国際的分野においてもとられなければならな

いこと。そこでいわゆる特恵制度が取上げられる o

「報告]によると特恵制度とは. I低開発国Jの産業を援助することによりト

コλ ト高のため輸出市場において逢着している困難な事態壱克服させることで

ある。特恵制度は「低開発国Jの諸産業に対して，より大きな市場を開放する

ことによって，その胃ストを低下させ!やがて特恵をつづける必要なしに，世

界市場において競争するととを可能ならしめるための一時的方策である O
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「報告」のこの論理が19世紀のドイツで展開された有名なアリードリヅヒ・

リストの幼稚産業保護論の延長であることは誰の日にも明らかであり. r報告」

自身もこれを認めている。能率的な産業になるためには，それらの虚業はより

大きな市場をもたなければならない。それでなければ，低生産=コスト高の悪

循環を断ち切ることはできなし、。こうした市場は，他の「低開発国」だけでな

く I先進国」に求めなければならない。幼稚産業が園内市場におu、てコスト

高のため，保護を必要とするならば，外国市場においては，なおさら「先進国」

市場であると「低開発国」市場であるとにかかわらず，特恵制度とし、う形式に

よる保護を必要とするごとは明らかである。このようにのベて「報告jは 2つ

の提案をおこなっている。

(司 「先進国」はその国内市場において「低開発国」からの輸入に対し，特

恵号あたうべきこと。

(防 I低開発国」はその圏内市場において，他の「低闘発固」からの輸入に

対し，特恵を与うべきこと。

「報告」は「低開発国Jに対し特恵をあたえることは，関税交渉のいわゆる

ケネディ・ラゥ γ ドの目的と脊馳せず，また無差別に貿易の障害を取り除こう

とする他の努力とも矛盾しないことを強調している。

「報告Jはさらに特恵制度の詳細にふれているが，理論的な問題を中心とす

るこの小論では，それらの点は，一切これを省略することにする。問題は「報

告」の理論的性格である。以上みてきたように I報告」は「低開発国」の工

業化をみとめているだけでなしさらに積極的にその工業化をおしすすめるた

めに， 工業製品輸出に対する特恵制度を提案している。 その点では， かつて

「低開発固」の工業化を主張したヌノレグセよりも一歩前進しているようにみえ

る九ヌルグセの主張は， 周知のように， 農村に潜在する過剰労働力による工

業化を主張した o その論理のおもむくととろ当然に労働集約的な軽工業化の主

張とならざるをえなかった。われわれはヌノレクセの主張について. I低開発固」

5) R N口rkse.Pγoblems 01 Catital FOi'matio旬同 Uηderd回 elopedCountrie:s. 1953 
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の工業化を否定し，その農業への専門化を主張するパイナーのような旧植民地

主義的傾向とは異ることはこれを認める。しかし「低開発国Jの軽工業への特

化 r先進国Jの重化学工業への特化は，新しい形の植民地主義といわざるを

えない。ヌノレグセは貿易については，一根的な形が自由貿易への傾斜を示して

いるだけ C詳し〈は立入ってし、ない。ヌノレタセの重点をおくのは，国内市場 C

あり，園内市場における資本形成である。これに対して， r報告」は「低開発

国Jにおける国内市場の狭障を強調し，国際的な行動の必要性を主張している。

ヌノレグセが，圏内的分野で解決しようとした問題を，国際的分野で解決しよう

としているのである。前にみた「低開発困」の 1次産品に関する商品協定や，

工業品輸出に関する特恵制度は， r低開発国」の 1次産業，軽工業への特化を

もたらさざるをえない。結果はやはりヌノレグセの主張と同様であろう。いや国

際的機関によって問機のことを実現しようとしている点では， ヌノレクセよりも

一層巧妙であると¥，¥、えよう。現代の新植民地主義は，しばしば国際的機関，

あるいは地域経済統合によって，そのもっている本来の意図をおおいに隠そう

とするものである。

V 補償融資の問題

「報告」はまず「低開発国」に対する国際的資金の供与における最近の成果

と欠陥に言及している。 r自由主業経済国Jから，援助，民間投資，借款など

種々の形式で供給された資金は， 1950年には18億ドルであったが， 1962年には，

総額66億ドノレに達した。その年閣増加率は，平均して約11%であるが，まだ十

分 Cあるとはし、え由。 1962年に供給された資金は，先進諸国の同年度の総合所

得の 0.7'10にすぎなかった。 この比率は国連総会によって認められた 1%の数

字よりかなり低いものである。しかしいずれにしても， r先進国」による国際

資金の供与は積極的に前進している。 r低開発国」に対する民間投資の必要性

がみとめられる一方，相当額の国家資金の供与の必要性もみとめられている。

償還期間，利息，手数料，プロジェグトのタイプな Eに関し，資金供与条件が緩
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和しつつあることは，それ自身前進とみるべきである。世界的な金融機関を有

益に補足する地域的金融機関も設立されている。

しかしこれら積極的な面と同時に否定的な面もあることを「報告」は指摘し

ている。否定的な面は 2つある。第 1に「低開発国]における交易条件の悪化

は，その資本財輸入能力を減殺し，結果として供与された国際資金の商品効果

を減殺していることである。第 2に，これら資金の大部分の返済qための比較

的に早い返済期間は，多くの「低開発国」に重い負担となっている。これら国

際資金の流れにおける否定的な面に着目し r報告jは補償融資の必要をとく

のである。

「低開発国」が，国連「開発の10年」の目標に到達し，これを超え芯ために

は，必要な内外の資金を動員す zととを計画できなければならぬn 成長率を増

加させるためには，投資率壱増加しなくてはならない。そしてこれが輸入され

「機械壱含む限りにおいては，必要とされる外貨が存在するという想定が必要

である。ところが，大部分の「低開発国Jの外貨準備は非常に低<.多くの場

合， r低開発国」では，不必要品の輸入は最小限にまですでに削減されている。

かくて「低開発国jの交易条件の悪化は， r低開発国」の成長に必要な生産財

の輸入能力を減少させる。経済開発は，特定の要素あるいはプロジェグ tが相

互に補充し合う単一の過程である。したがって[経済協力」によって融資され

たプロジェクトの有効性は，補足的投資のために期待されていた外貨資金が，

商品輸出価格の下落によっ℃えられなくなった場合に，減少せざるをえなくな

る。これが交易条件の悪化がもたらす影響である。

「報告」はこの問題の解決に 2つの方法があるという。 lつはすでにみた商

品協定である。だが商品協定はすべての商品について実現されるのでなしし

たがって先全な解決策 Cありえない。そとで第 2に「低開発国Jの交易条件悪

化を補償する補償融資が問題となる。補償融資は借款の形式で提供される一般

の資金とは具ヮている。借款とは，それを提供する国が自分でかせいだ資金で

あるが補償融資とは l次産品輸出固からえた収入よりなる資金吾 1次産品の安
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易条件が悪化した結果， トラソスファーすることである。

「報告」は何が補償融資の出発点となるか，時間的にどの時点から「低開発

国」の輸出所得の減退を計算すへきであ志か，現存の価格であらたな損失をこ

うむらないと補償するだけで十分であるか，また交易条件が最近ほど「低開発

国」にとって不利でなかった過去のある年をとって計算すべきであるか，など

などの問題を提起している。そしてこれらの問題に対する「報告」の解答は，

次のようなものであると思われる。あらたなる損失を補償することは重要であ

るが，それでは十分でない。 r低開発国Jの購買力が弱化「るのを，単に防ぐ

だけでなく，これ壱回復するために積極的な手壱打たなければならない。

「報告」は更に補償融資の額の計算の問題などの詳細にふれているが，それ

らは一切省略しよう。何度も指摘したように，ここでの問題は原則的な問題だ

からである。第2次世界大戦後 r経済協力」とか， r経済援助」とか種々の

新らしい言葉があらわれた。 Lかしとれらはその本質からいって資本の輸同に

ほかならない。したがってそこには当然に資本の論理が作用する。このわかり

きったように思われる事実が案外に理解されていない。おそらくこれらの新語

は新植民地主義の魔術であり，多くの人々がこの言葉の魔術にひっかかってい

る。 r補償融資」もその 1つであるとみることはできないであろうか。そのの

べているところ壱みると， r報告」の論調は「先進国」に非常にきびしく， r低
開発国」に非常に有利であるようにみえる。 r補償融資Jという言葉そのもの

が，過去，現在，未来における「先進国]の「低開発国Jに対する搾取のつぐ

ないという意味を内包している。民間資本投資，あるいは国家資金の供与によ

っても不十分な資金を供与しようというのであるから，補償融資は，それらの

ものよれより有利な条件のものであるにちがし、ない。「報告」は，返済期間，

利払いなどの対象となる借款の形式をとってはならないとのべている。それが

きわめて条件のゆるやかな「有償経消援同」なのか， r無償経済援助J 贈与

なのか明白でなし、。しかしかりい贈与であるとしても，事態守「先進国」と「低

開発国j の全関係においてみれば，やはり，それは「先進国」から「低開発国」
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への資本輸出としての作用をもっている， I低開発国」はすでに「先進国」に

港大な債務壱かかえており，この「補償融資」という名の贈与は，これら債務

の返還を容易にする作用をもつからである。言葉をかえていうならば，贈与は

資本の輸出による搾取と略奪壱容易にする潤滑油の作用壱もつのである。

さらに「低開発国Jにおける外国資本の増大は，それらの国々における民族

資本の形成自力更生Jによる経済建設の意欲を減退させ， I先進国」への

依存性と従属性を強める結果をもたらす。この点については，もはや多言を必

要としないであろう。

VI お わ り に

以上簡単にみてきたところからでもわかるように Iプレピッジー報告」は

理論的にみるかぎり，第 2次世界大戦後多くあらわれた「低開発国経済学」の

一種であz。その特徴を要約すると次のようなものとな 3ろう。

(1) その基礎におかれた経済学は，ヶイ γズ=ハロヅドの流れをくむ近代経

済理論である。

(的 その主張するところは，商品協定，特恵制度，補償融資など， I低開発

国Jの側に立ったきわめてラジカノレなもののようにみえるが，その実は帝国主

義国でさえも，共通に討論の基礎材料としうるような改良主義的なものにすぎ

ない。改良主義的である点では，かつて発表されたミ品ノレダ-1レめの理論と同

一線上に立つものである。

(.3)更に今 1つの特徴は， I先進国」と「低開発国」と 1国対 1固との関係を，

国際的な舞台にのぼせた点であろう戸

以上のような特徴をみると，ぞれがたくみに組み立てられた新植民地主義の

干デオロギーといわざるをえない。新植民地主義のICI植民地主義と異る点は，

露骨な搾取を主張せず，時には「低開発国」の利訟を擁護するかのようなゼス

チャーをとることである。なぜこのようなことが必要になったかは，第 Z次世

6) G. Myrdal. Economic Theo叩 and.Uηderdeveloped Regions， 1957 
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吋界大戦後における世界経済の変化壱しることによって明らかとなる。一言でい

うならば，それは社会主義世界経済体制の成立と強化，民族解放闘争の激化と

その相次ぐ勝利である。それに対してアメリカ壱頭とする帝国主義諸国は，一

方では益々狂暴に植民地・従属国の搾取と略奪壱強行 Fる(ベ 1ナムをみよ)

かたわら，他方では民族解放闘争に対しみせかけの譲歩をおこなわざるをえな

くなっている。 r低開発国経済学Jは，帝国主義によるみせかけの譲歩の産物

である。だから「報告Jを討議の基礎として開催された国連貿易開発会議にお

いて r先進国」は現実には， r低開発国」の要求を殆んど入れていない。「報

告」に示されたみせかけの譲歩は，それによって民族解放闘争の鋒先を幾分か

でも鈍らしうるものならば，それで十分目的を達しているのである。 r報告」

について評価しうるものがあるとすれば報告Jそのものの内容ではなく，

己のような「報告」をだし，それを討議の基礎として園連貿易開発会議を開か

ざるをえないような状況を作りだした民族解放闘争のエネノレギーであろう。

「報告」に対して以上のような評価を下しておるものは，はじめにも述べた

上うに，わが国でほ必らずしも多いとはし、えない。しかし中国の経済学者勇信

桂氏が1964年 5月の雑誌「思想j に残した言葉は暗示的である。 r私たちの考

え方はとうであります。もともと国連の下でこの種の会議壱やることはフノレジ

チョプの提唱によるもので，最初のうちはケネディは，これに反対していまし

たが，そのうち賛成しはじめました。ジムネーヴ会議li，新植民地主義と現代

修正主義の合作であると思います。アメリカの新植民地主義者はこの会議壱利

用しようとしていますし，一方現代修正主義者もこれを利用しようとしていま

す。J')

7) 勇程桂，アシア アフリカ経済の当聞の諸問題「思盟J1964， 5， 153へージa




